
 
宮 崎 県 工 事 検 査 取 扱 要 領 

 

（趣旨） 

第１条 この要領は、宮崎県工事検査規程（昭和５５年宮崎県訓令第９号。以下「規

程」という。 ）第１３条の規定に基づき、環境森林部、農政水産部及び県土整備

部の所管する建設工事（以下「工事」という。 ）の検査に関し、別に定めのある

もののほか必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要領において、次に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

一 検査下命者 宮崎県事務委任規則（昭和４０年宮崎県規則第１０号。以下「委

任規則」という。）又は宮崎県事務決裁規程（昭和４０年訓令第１号。以下「決

裁規程」という。）に定めるところにより工事検査を命ずる者をいう。 

二 工事執行機関の長 委任規則又は決裁規程に定めるところにより、当該工事

を直接に監督する本庁の局長、課長又は出先機関の長をいう。 

三 監督員 宮崎県財務規則（昭和３９年宮崎県規則第２号。以下「財務規則」

という。）第１１１条第１項に規定する監督員をいう。 

四 検査員 検査下命者から工事の検査を命ぜられた者をいう。 

五 検査補助員 検査の実施に当たって検査員を補佐する者をいう。 

 

（検査の下命） 

第３条 工事の検査（以下「検査」という。 ）の下命は、検査下命者が別表第１に

基づき行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、特に検査下命者が必要と認めたときは、別表第１に

よらず検査を命ずることができる。 

３ 検査員は、必要と認めた場合は、検査下命者に対し検査補助員を要求すること

ができる。 

 

（検査下命の方法） 

第４条 検査の下命は、建設工事検査要請書兼下命（伺）書（別記様式第１号。以

下「要請書兼下命（伺）書」という。）により行うものとする。ただし、出来形検

査の下命の場合は、この限りでない。 

２ 工事執行機関の長は、知事下命に係る検査の実施を要請するとき又は工事検査

専門員による検査を要請するときは、検査実施予定月の前月２５日までに要請書

兼下命（伺）書を、工事検査課長に提出するものとする。 

３ 工事検査課長は、前項の規定による検査の要請があったときは、検査員の選定

を行い、検査員へその旨通知するものとする。 

 

（検査の基準） 

第５条 検査は、別に定める宮崎県工事検査技術基準によるものとする。 



 
（検査の準備） 

第６条 工事執行機関の長は、規程第５条第１項の規定による検査の通知を受けた

ときは、次の各号に掲げる資料等の準備を行うものとする。 

一 契約書、設計図書（設計書、仕様書、現場説明書及び図面をいう。以下同じ）

及び監督員指示書 

二 出来形管理、品質管理及び工程管理に関する資料 

三 工事記録写真 

四 工事記録及び監督記録 

五 工事材料の試験結果資料及びその他検査に必要な資料 

六 必要な用具 

七 その他検査員が必要と認めるもの 

 

（検査の立会い） 

第７条 検査員は、検査の実施に当たって、原則として総括監督員及び主任監督員

並びに受注者又は現場代理人及び主任技術者（監理技術者）の立会いを求めるも

のとし、その他必要に応じて専門技術者の立会いを求めることができる。 

 

（検査員の心得） 

第８条 検査員は、検査を行うときは、あらかじめ当該検査の対象となる工事の内

容、契約条項、仕様書等を熟知しておかなければならない。 

 

（検査の方法） 

第９条 検査は、工事出来形を対象とし、当該工事の契約書、約款、設計図書、工

事写真及びその他の関係書類に基づき、工事の位置、形状寸法、数量、材質、強

度、内容等について、実地において照合かつ点検することにより、工事が適正に

施工又は完成されているかを厳正かつ公正にその適否の判定を行うものとする。 

２ 検査員は、地下又は水中等で外部からその適否を判定することが困難なものに

ついては、当該部分の施工中の写真その他の資料等に基づき判定するものとする。 

３ 検査員は、検査のため必要があるときは、宮崎県工事請負契約約款第３１条第

２項の定めるところにより、破壊、分解又は試験して検査を行うことができる。

この場合において、破壊又は分解した部分の補修に要する経費は、受注者の負担

とする。 

４ 請負契約の内容が工場製作までのものに係る工事の完成検査は、仮組時に行う

ものとする。この場合において、塗装部分については、製作工場における塗装状

況が確認できる写真等により判定することができる。 

５ 工事が適正に実施されているか否かを工事施工の途中において検査し、適正な

工事の完成を期するため、当初設計金額３,０００万円以上の工事について、別

表第２により中間検査を行うものとする。 

６ 前項に定める場合のほか、契約担当者が特に必要と認めた場合は中間検査を行

うことができる。 

 



 
（手直指示等） 

第１０条 検査員は、規程第８条前段の規定により受注者に手直しを指示するとき

は、手直指示書（別記様式第２号）によるものとし、手直指示報告書（別記様式

第３号）により工事執行機関の長に報告するものとする。ただし、手直指示の内

容が特に軽易な場合は、指示及び報告を口頭により行うことができる。 

２ 検査員は、規程第８条ただし書の規定により契約担当者の指示を受けようとす

るときは、工事検査結果指示伺（別記様式第４号）に宮崎県工事検査委員会設置

要綱（平成２０年４月１日定め）第７条に規定する工事検査委員会審議結果通知

書を添付して決裁を受けなければならない。この場合において、完成検査、一部

完成検査又は出来形検査にあっては、加えて財務規則第１１２条第５項に規定す

る検査調書（以下「検査調書」という。）を添付するものとする。 

３ 検査員は、前項の規定により契約担当者の指示を受けたときは、手直命令書（別

記様式第５号）を工事執行機関の長に交付するものとする。この場合において、

完成検査、一部完成検査又は出来形検査にあっては、検査調書を添付するものと

する。 

４ 工事執行機関の長は、前項の規定による手直命令書の交付を受けたときは、こ

れを当該工事の受注者に交付するとともに必要な指示を行うものとする。この場

合において、完成検査、一部完成検査にあっては、工事完成検査書（宮崎県工事

請負契約約款運用基準別記様式第９号。以下「工事完成検査書」という。 ）を添

付するものとする。 

 

（検査結果の取扱） 

第１１条 検査員は、完成検査、一部完成検査及び出来形検査を実施したときは、

各工事ごとに検査調書を作成し、工事執行機関の長に提出するものとする。 

２ 工事執行機関の長は、検査員から完成検査又は一部完成検査に係る検査調書の

提出があったときは、工事完成検査書を作成し、検査の結果を受注者に通知する

ものとする。 

３ 検査員は、当初設計金額が２５０万円以上の工事（緊急施行工事※を除く。 ）

における完成検査若しくは一部完成検査を実施したとき、又は当初設計金額が１

億円以上の工事（緊急施行工事※を除く。）における中間検査を実施したときは、

各工事ごとに、宮崎県工事成績評定要領（平成２０年４月１日定め。以下「評定

要領」という。）第４条に規定する工事検査結果復命書兼成績評定書及び工事成

績採点の考査項目運用表を作成し、検査下命者及び工事執行機関の長に提出する

ものとする。 

４ 検査員は、当初設計金額が２５０万円以上の緊急施行工事※における完成検査

又は一部完成検査を実施したときは、各工事ごとに、評定要領第４条に規定する

工事検査結果復命書兼成績評定書（評定を除く。 ）を作成し、検査下命者及び工

事執行機関の長に提出するものとする。 

５ 検査員は、中間検査を実施したときは、各工事ごとに中間検査結果復命書（別

記様式第６号）を作成し、検査下命者及び工事執行機関の長に提出するものとす

る。 



 
６ 工事執行機関の長は、検査員から中間検査結果復命書の提出があったときは、

中間検査結果通知書（別記様式第８号）を作成し、検査の結果を受注者に通知す

るものとする。 

※緊急施行工事とは、大規模又は小規模緊急施行工事発注通知書によって、発注

される工事 

 

（検査調書等の作成） 

第１２条 検査調書及び工事完成検査書の適否の欄への合格又は不合格の記載に

ついては、検査員の判定によるものとし、工事成績評定書の点数又は評定要領第

６条の総合評定点を直接反映するものとはしない。 

 

（受託工事の検査） 

第１３条 環境森林部、農政水産部又は県土整備部以外の部局等から依頼を受けて

検査する場合にあっては、別に定める場合を除き、この要領を準用する。 

 

（その他） 

第１４条 この要領の実施に関し必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

１ この要領は、平成２０年４月１日から施行する。 

２ 次の要領は、廃止する。 

一 宮崎県環境森林部所管工事検査取扱要領（昭和５５年４月３０日定め） 

二 宮崎県農政水産部工事検査実施要領（昭和５８年７月１日定め） 

三 宮崎県県土整備部所管工事検査取扱要領（昭和５５年４月１５日定め） 

附 則 

この要領は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２１年５月１４日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２５年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２７年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

 



 
別表第１（第３条関係） 

検

査

の

種

類 

工 事 の 区 分  検査下命者 

検  査  員 

専門員 
その他の職員 

本庁 出先機関 

工
事
検
査
課
長
・
工
事
検
査
監 

工
事
検
査
専
門
員
・
専
門
主
幹
・
専
門
技
士 

課
長
補
佐
・
専
門
主
幹
・
主
幹
・
副
主
幹 

主
査 

専
門
技
師
・
主
任
技
師 

出
先
機
関
の
長 

技
術
次
長
・
課
長
・
駐
在
所
長
・
専
門
主
幹
・ 

主
幹
・
副
主
幹
・
主
任 

主
査 

 

専
門
技
師
・
主
任
技
師 

完

成

検

査

・

中

間

検

査 

・

一

部

完

成

検

査 

本庁施行の 
8,000 万円以上の工事 

知   事 

○ ○ ○       

本庁施行の 
8,000 万円未満 
1,000 万円以上の工事 

○ ○ ○ ○      

本庁施行の 
1,000 万円未満の工事 

○ ○ ○ ○ ○     

出先機関施行の 
8,000 万円以上の工事 

○ ○ ○   ○ ○   

出先機関施行の工事 
8,000 万円未満 
1,000 万円未満の工事 

○ ○ ○ ○  ○ ○ ○  

出先機関施行の 
1,000 万円未満の工事 

出先機関の長  ○     ○ ○ ○ 

出

来

形 
 

検

査 
 

本庁施行の工事 知    事 
○ 

備考４ 
○ 

備考４ ○ ○ ○     

出先機関施行の工事 出先機関の長 
○ 

備考４ 
○ 

備考４ 
    ○ ○  

 
備考 

  １ 表中「工事の区分」欄の金額は、当初設計金額とする。 また、 「本庁施行」 

又は「出先機関施行」とは、本庁又は出先機関において工事を直接施工管理す

ることをいう。 
 
  ２ 検査下命は、検査の種類及び工事の区分に応じ、該当する項の○が付された 

技術職員に対して行うものとするが、当初設計金額 1,000 万円以上の工事につ

いては、原則として工事検査専門員を下命するものとする。 
 

３ 専門技師については、その者の有する工事検査に関する専門知識、業務経験 

等に応じて、その者が属する「本庁」又は「出先機関」の欄の中で最上位のも 

のを限度として、上位の欄を適用することができる。 

別表第２（第９条関係） 
 
  ４ 中間検査を行う場合は出来形検査と兼ねることができる。 
 



 
別表第２（第９条関係）  

中 間 検 査 の 実 施  

 

 

１ 中間検査で確認した出来形部分については、完成検査時の確認を省略することが

できる。ただし、その後の現場状況の変化や、請負者の管理状況等から再度の技術

的確認が必要な場合はこの限りではない。  

２ 中間検査の対象範囲は設計図書に示すものとする。 

  例）初回は杭基礎、2 回目は橋台本体を対象とする。（橋梁工事） 

３ 工事成績評定を行う中間検査は、契約担当者が工事の実施状況、出来形、品質及

び出来ばえの技術的評価を適切に実施できる対象範囲を選定する。 

 

工
事
の

種

別 

 

中間検査の参考実施時期及び省略  

建

築

・

設

備

工

事

以

外
 

１ 鉄筋組立が複雑で重要な構造物は、組立完了時に検査するものとする。 

２ 橋梁等の鋼構造では、仮組立が完了した時点で検査するものとする。  

ただし、原寸検査及びＨ型綱等を使用する加工簡易なものの場合は、監督員が段 

階確認の実施等必要な確認又は検査を行った上で省略することができる。 

３ 構造物の基礎部が地中又は水中に没し、完成検査時にその出来形の確認が困難な 

工事で、特に中間検査による確認が必要と認められる場合には、該当部分の施工 

が完了した時点で検査するものとする。 

４ 以下の工事は中間検査を省略する。 

（中間検査の評定対象である当初設計金額１億円以上の建設工事を含む。） 

・緊急施行工事 

・表層工を主とした舗装補修工事 

・機械器具設置工事及び電気通信工事で完成時でなければ主たる機能が確認でき 

 ない工事 

・構造物の撤去のみの工事 

・防舷材の更新等機材の取付のみの工事、河川等の掘削工事、港湾等の浚渫工事 

・当初契約工期が９０日以内の工事 
 

建

築

工

事 

１ 躯体工事、内外装下地工事等の施工途中及び完了した時点で検査するものとする。 

２ 以下の工事は中間検査を省略する。 

（中間検査の評定対象である当初設計金額１億円以上の建設工事を含む。） 

 ・専門工事（屋根防水工事、外壁塗装工事、解体工事等） 

  ・当初契約工期が９０日以内の工事 
 

設

備

工

事 

１ 配線工事、配管工事、機器設置工事等の施工途中及び完了した時点で検査するも 

のとする。 

２ 以下の工事は中間検査を省略する。 

（中間検査の評定対象である当初設計金額１億円以上の建設工事を含む。） 

  ・機器設置工事で、完成時でなければ主たる機能が確認できない工事 

  ・当初契約工期が９０日以内の工事 
 



 
（参考）別表第２の建築・設備工事以外の工事の中間検査の実施時期等３の例示 

工   種 例     示 

基 礎 工 事  

ア 頭首工、橋梁工等重要構造物の基礎床堀の完了時 

イ 砂防堰堤（高堰堤に準ずるもの）等重要構造物の基礎床堀完 

了時 

ウ 杭基礎を有する重要構造物（橋台、水門機場等）の杭打ち込 

み完了時 

エ 矢板構造物（矢板を主とする構造物であり、積ブロック基礎 

矢板や仮設矢板は除く。）の矢板打込み完了時及びタイロッド取

付（腹起こし及び控工を含む。）完了時 

オ 大孔径工事（滑り止め鋼管杭等）又は横穴ボーリング工事完 

了時 

カ 井筒、潜函基礎工事完了時 

キ 港湾海岸構造物の地盤改良捨て石完了時 

 

道 路 舗 装 工 事  路床置換、下層路盤及び上層路盤 

橋 梁 工 事  

ア 下部工と上部工に分割して発注し、下部工完成前に上部工を

並行して施工する場合の下部工部分の完了時 

イ 下部工と上部工を同一業者に発注した場合の下部工の完了時 

 

港 湾 海 岸 工 事  

ア ケーソン進水前及び各種コンクリートブロック等製作完了時 

イ 桟橋工事の杭打ち込み完了時 

ウ 矢板構造物の矢板打込み完了時及びタイロッド取付（腹起し

及び控工を含む）完了時 

 

開 渠 暗 渠 工 事  
既製品の管（函）のうち、内径 600 ㎜以上で延長 50ｍ以上の埋設

工の埋戻前 

 

 

  



 
別記 
様式第１号 
 
 
 
 

             

建設工事検査要請書 兼 下命(伺)書  所 属 長 課 長 契約担当     
部名【     】 

下記のとおり検査要請(下命)してよろしいか。（  年  月実施予定）      帳票 所属コード 所属名 

        年      月     日             頁 

設計概要 
（最新） 

竣工年月日 

完成年月日 

当初設計概要 

検査実施状況 処

理
区
分 

配

列
番
号 

検査月 4 5 6 7 8 9 1 0 1 1 1 2 1 2 3 4 5 年度 予算区分 費目区分 工事番号 

検 査 下 命 契約業者（代表者） 
細事業名、路河川名  
施工場所、工種 回

数 
検査 
実施月日 

検査予定者 検 査 員 
予定 
月 

回 
数 

検査予定者 予定 
月 

回 
数 

検査予定者 予定 
月 

回 
数 

検査予定者 
総括・主任監督員 

(職員コード ) (職員コード ) (職員コード ) 

       
 01 計画                  ＿＿＿★  - ★ -  

修正                 
 

02 
           

 
  

       
 01 計画                  ＿＿＿★  - ★ -  

修正                 
 

02 
           

 
  

       
 01 計画                  ＿＿＿★  - ★ -  

修正                 
 

02 
           

 
  

       
 01 計画                  ＿＿＿★  - ★ -  

修正                 
 

02 
           

 
  

       
 01 計画                  ＿＿＿★  - ★ -  

修正                 
 

02 
           

 
  

       
 01 計画                  ＿＿＿★  - ★ -  

修正                 
 

02 
           

 
  

       
 01 計画                  ＿＿＿★  - ★ -  

修正                 
 

02 
           

 
  

       
 01 計画                  ＿＿＿★  - ★ -  

修正                 
 

02 
           

 
  



 
様式第２号（第 10条第１項関係） 
 
  

 
決
済
欄 

かい長 課長 係長 課員 主任 

       

手直指示書（軽微な事項） 
 

（工事名）  
第    号 工事  

（路河川等の名称） （場所） 

  

（現場代理人の氏名） （総括・主任監督員の氏名） 

  

（ 指 示 事 項 ）  
 

 上記のとおり指示しました。 

元号  年  月  日    

工事執行機関の長 殿 

       
 

 
検 査 員
職 氏 名 

   
 

○印  

（ 受 注 者 用 ）  

  
 
決
済
欄 

かい長 課長 係長 受注者受領印 

      

手直指示書（軽微な事項） 
 

（工事名）  
第    号 工事  

（路河川等の名称） （場所） 

  

（現場代理人の氏名） （総括・主任監督員の氏名） 

  

（ 指 示 事 項 ）  
 

 上記のとおり指示しました。 

元号  年  月  日  

工事執行機関の長 殿 

       
 

 
検 査 員
職 氏 

   
 

○印 

（ 控 ） 

  決
済
欄 

かい長 課長 係長 課員 主任 

       

手直指示報告書（軽微な事項） 
 

（工事名）  
第    号 工事  

（路河川等の名称） （場所） 

  

（現場代理人の氏名） （総括・主任監督員の氏名） 

  

（ 指 示 事 項 ）  
 

 上記のとおり指示しました。 

元号  年  月  日  

工事執行機関の長 殿 

 あ て     

 
 

検 査 員

職 氏 

   
 

○印 

（ 工 事 執 行 機 関 用 ） 



 
様式第４号（第 10条第２項関係） 
 

 様式第５号（第 10条第３項関係） 

決

済

欄 

           手 直 命 令 書 

           第        号 
年  月  日    

                    殿  

           
宮崎県知事 

支 庁 長            ○印  

所   長          工 事 検 査 結 果 指 示 伺 
 

工 事 番 号 
   

検査年月日 
    

工 事 番 号 
 

工 事 名 
         

工 事 名 
 

路河川等の名称 
         

路河川等の名称 
 

工 事 場 所 
         

工 事 場 所 
 

請 負 金 額 
 

工期 
自     

請 負 金 額 
 

至     

請 負 者 
         

 上記工事は、検査の結果、工事の竣工が設計図書に適合しない 

ので、下記のとおり手直しすることを命令します。 

 上記工事の検査の結果、手直しが必要と認められるので、別紙 

「手直命令書（案）」により手直しを命じてよろしいか。 

 

 

命 令 事 項  

 

            

       年  月  日  

    
検査員職氏名    ○印  

 



 
様式第６号 （第 11条第５項関係） （１）環境森林部 
 

（工事執行機関の長へ提出するものは、その機関の決済区分による） 

  環境森林部長 総括次長 技術次長 自然環境課長 課長補佐 担当リーダー 担 当 

         

    工事検査課長 工事検査監 課長補佐 工事検査専門員 検 査 員 

         

  
中間検査結果復命書（第  回） 発注番号 

                
所属名 発注年度 工事の種類 主任監督員 総括監督員 

                
工 事 名 

 

施 工 個 所 
 

契 約 業 者 現 場 代 理 人 主 任 監 督 員 
   

代 表 者 名 主任（監理）技術者 主任（監理）技術者 
   
当初設計額（円） 契約額（円）（最新） 契 約 工 期 

    
設 計 概 要 

1                
2                
3                
4                
5                
6                
7                
8                
9                
10                
検 査 実 施  年 月 日 検 査 員 立 会 人 

           主任監督員 

検査員所見 
【完成検査時に受け取ることが出来なくなる可能性がある事項】 
                
                
                
                
【指導助言および検査指定範囲の出来形確認状況】 
                
                
                
                
【受注者への検査結果の通知文（案）】 
                
                
                
                
                
                
                



 
様式第６号 （第 11条第５項関係） （２）農政水産部 
 

（工事執行機関の長へ提出するものは、その機関の決済区分による） 

  農政水産部長 総括次長 技術次長 農村計画課長 課長補佐 担当リーダー 担 当 

         

    工事検査課長 工事検査監 課長補佐 工事検査専門員 検 査 員 

         

  
中間検査結果復命書（第  回） 発注番号 

                
所属名 発注年度 工事の種類 主任監督員 総括監督員 

                
工 事 名 

 

施 工 個 所 
 

契 約 業 者 現 場 代 理 人 主 任 監 督 員 
   

代 表 者 名 主任（監理）技術者 主任（監理）技術者 
   
当初設計額（円） 契約額（円）（最新） 契 約 工 期 

    
設 計 概 要 

1                
2                
3                
4                
5                
6                
7                
8                
9                
10                
検 査 実 施  年 月 日 検 査 員 立 会 人 

           主任監督員 

検査員所見 
【完成検査時に受け取ることが出来なくなる可能性がある事項】 
                
                
                
                
【指導助言および検査指定範囲の出来形確認状況】 
                
                
                
                
【受注者への検査結果の通知文（案）】 
                
                
                
                
                
                
                



 
様式第６号 （第 11条第５項関係） （３）県土整備部 
 

（工事執行機関の長へ提出するものは、その機関の決済区分による） 

  県土整備部長 総括次長 技術次長 技術企画課長 課長補佐 担当リーダー 担 当 

         

    工事検査課長 工事検査監 課長補佐 工事検査専門員 検 査 員 

         

  
中間検査結果復命書（第  回） 発注番号 

                
所属名 発注年度 工事の種類 主任監督員 総括監督員 

                
工 事 名 

 

施 工 個 所 
 

契 約 業 者 現 場 代 理 人 主 任 監 督 員 
   

代 表 者 名 主任（監理）技術者 主任（監理）技術者 
   
当初設計額（円） 契約額（円）（最新） 契 約 工 期 

    
設 計 概 要 

1                
2                
3                
4                
5                
6                
7                
8                
9                
10                
検 査 実 施  年 月 日 検 査 員 立 会 人 

           主任監督員 

検査員所見 
【完成検査時に受け取ることが出来なくなる可能性がある事項】 
                
                
                
                
【指導助言および検査指定範囲の出来形確認状況】 
                
                
                
                
【受注者への検査結果の通知文（案）】 
                
                
                
                
                
                
                



 
様式第６号 （第 11条第５項関係） 
 

（工事執行機関の長へ提出するものは、その機関の決済区分による） 

執行機関の長 総括次長 技術次長 総務課長 担当課長 担当リーダー 担 当 検 査 員 

        

         
         

  
中間検査結果復命書（第  回） 発注番号 

                
所属名 発注年度 工事の種類 主任監督員 総括監督員 

                
工 事 名 

 

施 工 個 所 
 

契 約 業 者 現 場 代 理 人 主 任 監 督 員 
   

代 表 者 名 主任（監理）技術者 主任（監理）技術者 
   
当初設計額（円） 契約額（円）（最新） 契 約 工 期 

    
設 計 概 要 

1                
2                
3                
4                
5                
6                
7                
8                
9                
10                
検 査 実 施  年 月 日 検 査 員 立 会 人 

           主任監督員 

検査員所見 
【完成検査時に受け取ることが出来なくなる可能性がある事項】 
                
                
                
                
【指導助言および検査指定範囲の出来形確認状況】 
                
                
                
                
【受注者への検査結果の通知文（案）】 
                
                
                
                
                
                
                



 
様式第７号 （第 11条第６項関係） 
 

 

執行機関の長 総括次長 技術次長 総務課長 担当課長 担当リーダー 担 当 

       

第 回 中間検査結果通知書 

 下記のとおり、宮崎県工事検査取扱要領に基づき実施した結果を、中間検査結果通知 

書（様式第８号）により通知してよろしいか。 

記 

1 工 事 名 
 

2 工 期 
 着工 
  
完成 

3 中間検査年月日 
 

4 
受 注 者 名 称 
代 表 者 氏 名 

 

5 中間検査結果  
 

6 業 種 
 

7 配置技術者※  

現 場 代 理 人 主任（監理）技術者 

主任（監理）技術者 主任（監理）技術者 

※工事の中間検査時点における配置技術者を表示 



 
 

様式第８号 （第 11条第６項関係） 
 

文 書 番 号 

年  月  日 

（照合又は名称） 
（ 代 表 者 名 ）         殿 

 
（工事執行機関の長）＿＿ 

○印  

 

第 回 中間検査結果通知書 

 貴社が受注した工事について、宮崎県工事検査取扱要領に基づき実施した中間検査 

結果を通知します。 

 

1 工 事 名 
 

2 工 期 
 着工 
  
完成 

3 中間検査年月日 
 

4 
受 注 者 名 称 
代 表 者 氏 名 

 

5 中間検査結果  
 

6 業 種 
 

7 配置技術者※  

現 場 代 理 人 主任（監理）技術者 

主任（監理）技術者 主任（監理）技術者 

※工事の中間検査時点における配置技術者を表示 

 


